
○ 設計業務等の価格積算基準等の留意事項について（平成13年３月29日12農振第1978号農林水産省農村振興局整部長通知）新旧対照表

（下線部は改正部分） 

改   正   後 現   行

別 紙 

設計業務等の価格積算基準等の留意事項

第１ ［略］ 

第２ 調査・測量・設計業務等旅費交通費積算要領について 

１～４ ［略］ 

５ 旅費交通費の積算 

  [略] 

５－１・５－２ ［略］ 

５－３ 現地作業等旅費交通費の積算 

５－３－１ ［略］ 

５－３－２ 滞在して業務を行う場合 

  (1)現地作業等 

 ［略］

ア・イ ［略］ 

ウ 日当は、移動に要する日が0.5日未満で昼食を要しないことが明らかな日である場合は２分の１の額を計上する。

エ 日当は、ライトバンを利用する等により交通費実費が伴わない場合は２分の１の額とする。

オ ウ及びエの条件を同時に満たす場合は、日当を計上しない。

カ ［略］

５－３－３ 現地作業等旅費交通費の積算例 

(1)滞在（技術者単価は、令和5年4月単価を使用し消費税10％で税抜き計算している） 

ア [略]

イ 交通費

ﾗｲﾄﾊ゙ ﾝ １日当たり運転時間4hr (120km÷30km/hr)より損料＝1,900円/日、ｶ゙ ｿﾘﾝ＝1,566円(145円/ℓ)

ウ 旅費交通費

別 紙 

設計業務等の価格積算基準等の留意事項

第１ ［略］ 

第２ 調査・測量・設計業務等旅費交通費積算要領について

１～４ ［略］ 

５ 旅費交通費の積算 

  [略] 

５－１・５－２ ［略］ 

５－３ 現地作業等旅費交通費の積算 

５－３－１ ［略］ 

５－３－２ 滞在して業務を行う場合 

  (1)現地作業等 

［略］ 

1)・2) ［略］ 

3) 移動に要する日が0.5日未満で昼食を要しないことが明らかな日である場合は２分の１を計上する。

4) 日当は、ライトバンを利用する等により交通費実費が伴わない場合は２分の１とする。

5) 3)及び4)の条件を同時に満たす場合は、日当を計上しない。

6) ［略］

５－３－３ 現地作業等旅費交通費の積算例 

(1)滞在（技術者単価は、令和4年4月単価を使用し消費税10％で税抜き計算している） 

1) [略]

2) 交通費

ﾗｲﾄﾊ゙ ﾝ １日当たり運転時間4hr (120km÷30km/hr)より損料＝1,650円/日、ｶ゙ ｿﾘﾝ＝1,365円(130円/ℓ)

3) 旅費交通費

 測 量 技 師＝(0 ＋ 1,000) × 2 ＋ 8,909 ＋ 8,354 × 28 ＋ 7,509 × 19 ＝ 387,492円 
測量技師補＝(0 ＋   772) × 2 ＋ 7,090 ＋ 6,736 × 28 ＋ 6,063 × 26 ＝ 354,880円 
測 量 助 手＝(0 ＋   772) × 2 ＋ 7,090 ＋ 6,736 × 28 ＋ 6,063 × 26 ＝ 354,880円 
旅費交通費計＝387,492 ＋ 354,880 ＋ 354,880 ＋（1,650 ＋ 1,365）× 2 ＝1,103,282円 

交通費  日当  日数  宿泊料   宿泊料   日数  宿泊料   日数

普通旅費相当分 滞在日額旅費相当分

測 量 技 師＝(0 ＋ 1,000) × 2 ＋ 8,909 ＋ 8,354 × 28 ＋ 7,509 × 19 ＝ 387,492円 
測量技師補＝(0 ＋   773) × 2 ＋ 7,090 ＋ 6,736 × 28 ＋ 6,063 × 26 ＝ 354,882円 
測 量 助 手＝(0 ＋   773) × 2 ＋ 7,090 ＋ 6,736 × 28 ＋ 6,063 × 26 ＝ 354,882円 
旅費交通費計＝387,492 ＋ 354,882 ＋ 354,882 ＋（1,900 ＋ 1,566）× 2 ＝1,104,188円 

交通費  日当  日数  宿泊費   宿泊費   日数  宿泊費   日数

普通旅費相当分 滞在日額旅費相当分



改   正   後 現       行 
５－４ 打合せ旅費交通費の積算 

５－４－１ [略]  

 

５－４－２ 滞在して打合せを行う場合 

  (1)宿泊を要する場合 

   ［略］ 

 

ア ［略］ 

イ 日当は、移動に要する日が0.5日未満で昼食を要しないことが明らかな日である場合は２分の１の額を計上する。 

ウ 日当は、ライトバンを利用する等により交通費実費が伴わない場合は２分の１の額とする。 

エ イ及びウの条件を同時に満たす場合は、日当を計上しない。 

オ 日当は、移動が伴わない場合は２分の１の額とする。 

 

５－４－３ 打合せ旅費交通費の積算例 

(1)滞在（技術者単価は、令和5年4月単価を使用し消費税10％で税抜き計算している） 

ア・イ  [略] 

ウ 旅費交通費 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
５－５ [略] 

 

５－６ 日当、宿泊費単価 

(1)日当及び宿泊費 

 

                                          （令和5年4月1日現在） 

職   種 
普 通 旅 費 

摘  要 
日 当 

宿  泊  費 

甲 地 方 乙 地 方 

調査業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

測量業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

設計業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

(注) (1) ［略］ 

 (2) 宿泊費の欄中の甲地方とは、東京都、大阪市、名古屋市、横浜市、京都市及び神戸市のうち財務省令で定める地域そ

の他これに準ずる地域で財務省令で定めるものをいい、乙地方とは、その他の地域をいう。 

 (3)・(4) ［略］ 

５－４ 打合せ旅費交通費の積算 

５－４－１ [略]  

 

５－４－２ 滞在して打合せを行う場合 

  (1)宿泊を要する場合 

［略］ 

 

1) ［略］ 

2) 移動に要する日が0.5日未満で昼食を要しないことが明らかな日である場合は２分の１を計上する。 

3) 日当は、ライトバンを利用する等により交通費実費が伴わない場合は２分の１とする。 

4) 2)及び3)の条件を同時に満たす場合は、日当を計上しない。 

5) 日当は、移動が伴わない場合は２分の１とする。 

 

５－４－３ 打合せ旅費交通費の積算例 

(1)滞在（技術者単価は、令和4年4月単価を使用し消費税10％で税抜き計算している） 

1)・2) [略] 

3) 旅費交通費 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

５－５ [略] 

 

５－６ 日当、宿泊費単価 

   (1)日当及び宿泊費 

 

                                          （令和4年4月1日現在） 

職   種 
普 通 旅 費 

摘  要 
日 当 

宿  泊  費 

甲 地 方 乙 地 方 

調査業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

測量業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

設計業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

(注) (1) ［略］ 

 (2) 宿泊料の欄中の甲地方とは、東京都、大阪市、名古屋市、横浜市、京都市及び神戸市のうち財務省令で定める地域そ

の他これに準ずる地域で財務省令で定めるものをいい、乙地方とは、その他の地域をいう。 

 (3)・(4) ［略］ 

主 任 技 師＝(9,090 ＋ 2,363) × 2 ＋ 10,727 ＋ (10,727 ＋ 1,182) × 1 ＝ 45,542円 
技 師 Ａ＝(9,090 ＋ 2,000) × 2 ＋  8,909 ＋ ( 8,909 ＋ 1,000) × 1 ＝ 40,998円 
技 師 Ｂ＝(9,090 ＋ 2,000) × 2 ＋  8,909 ＋ ( 8,909 ＋ 1,000) × 1 ＝ 40,998円 
旅費交通費計＝45,542 ＋ 40,998 ＋ 40,998 ＝127,538円 

交通費    日当  日数    宿泊費    宿泊費     日当   日数 

普通旅費相当分 宿泊２泊目以降分 

主 任 技 師＝(9,090 ＋ 2,363) × 2 ＋ 10,727 ＋ (10,727 ＋ 1,181) × 1 ＝ 45,541円 
技 師 Ａ＝(9,090 ＋ 2,000) × 2 ＋  8,909 ＋ ( 8,909 ＋ 1,000) × 1 ＝ 40,998円 
技 師 Ｂ＝(9,090 ＋ 2,000) × 2 ＋  8,909 ＋ ( 8,909 ＋ 1,000) × 1 ＝ 40,998円 
旅費交通費計＝45,541 ＋ 40,998 ＋ 40,998 ＝127,537円 

交通費    日当  日数    宿泊費    宿泊費     日当   日数 

普通旅費相当分 宿泊２泊目以降分 



改   正   後 現       行 
 

(2)滞在して業務を行う場合の宿泊費 

                                          （令和5年4月1日現在） 

職   種 

滞 在 日 額 旅 費 

摘  要 
宿  泊  費 

30日未満 
30日以上60日

未満 
60日以上 

調査業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

測量業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

設計業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

 (注) (1)上表の金額は、消費税相当分を含んだ金額である。 

積算は、消費税率で割り戻した金額とする。（１円未満切り捨て） 

積算は、目的地に到着した日は普通旅費による宿泊費とし、翌日から目的地を出発する日の前日までの日数について滞在

日額旅費による宿泊費を計上する。 

(2) 地質、土質調査業務の解析業務は設計業務に準ずる。 

 

 

５－７ [略] 

 

参  考  [略] 

 

 

第３ ［略］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)滞在して業務を行う場合の宿泊費 

                                          （令和4年4月1日現在） 

職   種 

滞 在 日 額 旅 費 

摘  要 
宿  泊  費 

30日未満 
30日以上60日

未満 
60日以上 

調査業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

測量業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

設計業務     

［略］ ［略］ ［略］ 

(注) (1)上表の金額は、消費税相当分を含んだ金額である。 

積算は、消費税率で割り戻した金額とする。（１円未満切り捨て） 

積算は、目的地に到着した日は普通旅費による宿泊料とし、翌日から目的地を出発する日の前日までの日数について滞在

日額旅費による宿泊料を計上する。 

(2) 地質、土質調査業務の解析業務は設計業務に準ずる。 

 

 

５－７ [略] 
 

参  考  [略] 

 

 

第３ ［略］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

第４ 調査・測量・設計業務等特別仕様書記載例について 

 

利用に当たって ［略］ 

 

留意すべき事項 ［略］ 

 

Ⅰ 地質・土質調査業務 

地質・土質調査業務特別仕様書記載例 

地質・土質調査業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(場所) 

第1-3条 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

(一般事項) 

第1-4条 

 

［略］ 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載され

ていない事項で、地質調査作業の内容に応

じ必要なものを記載する。 

・有価木の伐採等補償を伴う場合は、発注

者の補償している範囲（規格，数量等）を

示すとともに、受注者の負担を具体的に記

載する。 

・伐採等補償の全額を受注者に負担させる

場合は、その旨を記載し、相当する金額を

積算しておく必要がある。 

・ISO9000s認証取得（JIS Z9002-1994［ISO

9002:1994］を条件として発注する場合は、

以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業

務) 

第1-9条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 本業務の実施に当たって

は、設計図書による他、受

注者が認証取得している適

用規格の要求事項に基づく

品質システムにより行う。 

２ 契約締結後、適用規格の

認証の維持に関して不測の

事態及び疑義が生じた場合

は、発注者と受注者が協議

のうえ、これに当たるもの

とする。 

３ 受注者は、品質システム

を適用した品質管理活動に

関して、監督職員が行う調

査等に対し、協力するもの

とする。なお、調査への協

力に係る費用は受注者の負

 

［略］ 

 

［略］ 

第４ 調査・測量・設計業務等特別仕様書記載例について 

 

利用に当たって ［略］ 

 

留意すべき事項 ［略］ 

 

Ⅰ 地質・土質調査業務 

地質・土質調査業務特別仕様書記載例 

地質・土質調査業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(場所) 

第1-3条 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

(一般事項) 

第1-4条 

 

［略］ 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載され

ていない事項で、地質調査作業の内容に応

じ必要なものを記載する。  

・有価木の伐採等補償を伴う場合は、発注

者の補償している範囲（規格，数量等）を

示すとともに、受注者の負担を具体的に記

載する。  

・伐採等補償の全額を受注者に負担させる

場合は、その旨を記載し、相当する金額を

積算しておく必要がある。 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

 

 

(品質シス

テム文書

の取扱い) 

第1-10条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(品質シス

テム変更) 

第1-11条 

 

 

 

 

 

 

(発注者へ

の協力) 

第1-12条 

担とする。 

 

 

 

 

１ 受注者は、品質システム

文書（品質マニュアル、作

業手順書、品質計画書）の

うち、当該業務の品質計画

書を、当該業務の業務計画

書の提出期限までに、監督

職員に提出するものとす

る。 

なお、本業務を同一の受

注者が複数の組織間で実施

する場合で、かつ各組織毎

に別々に認証取得している

場合には、各組織毎に当該

業務の品質計画書を作成

し、提出するものとする。 

２ 本業務を同一受注者の複

数の組織間で実施する場合

は、当該業務の品質計画書

において、各組織との関係

を明確に記述するものとす

る。 

３ 受注者は、従来どおり業

務計画書を提出するものと

するが、業務計画書と当該

業務の品質計画書の記述内

容に重複する部分がある場

合は、相互に参照または引

用する構成で作成すること

も可とする。 

 

 

 

受注者は、第1-10条１の規

定に基づき提出した当該業務

の品質計画書の変更が必要な

場合は、速やかに変更内容を

監督職員に提出するものとす

る。 

 

 

 

１ 受注者は、発注者が設定

する場において、発注者が

作成した品質システム文

書、品質記録等及び調査報

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

告書等についての説明を求

められた場合は、これに協

力するものとする。 

２ 受注者は、監督職員が当

該業務の品質システム運用

状況の把握を行うため、品

質システム文書に関する関

係資料の提示、または提出

及び説明を求めた場合に

は、これに協力するものと

する。 
 

（管理技術者） 

第1－5条 

 

 

［略］ 

 

・記載例における「技術部門」及び「選択

科目」は代表例を示したものであり、業務

内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士の地質・土質業務の該当する部門

としては、建設部門で「土質及び基礎」、

応用理学部門で「地質」等の選択科目があ

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー（R

CCM）の該当する部門では、地質部門、土質

及び基礎部門がある。 

・技術士、RCCMの資格部門の種類等につい

ては、別紙表－１を参照し該当する部門・

選択科目を記述する。 

・設計業務と一括発注する場合は、設計業

務で管理技術者の配置を記載するので、こ

の第1-6条（管理技術者）は省略する。又、

測量業務と一括発注する場合は、当該業務

が支配的な業務（業務価格が高価な場合）

にあたる場合に記載する。 

 

【予定価格が1,000万円を超える場合】 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以

下の場合】 

 

[削る] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

（管理技術者） 

第1－5条 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載例における「技術部門」及び「選択

科目」は代表例を示したものであり、業務

内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士の地質・土質業務の該当する部門

としては、建設部門で「土質及び基礎」、

応用理学部門で「地質」等の選択科目があ

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー（R

CCM）の該当する部門では、地質部門、土質

及び基礎部門がある。 

・技術士、RCCMの資格部門の種類等につい

ては、別紙表－１を参照し該当する部門・

選択科目を記述する。 

・設計業務と一括発注する場合は、設計業

務で管理技術者の配置を記載するので、こ

の第1-6条（管理技術者）は省略する。又、

測量業務と一括発注する場合は、当該業務

が支配的な業務（業務価格が高価な場合）

にあたる場合に記載する。 

 

【予定価格が1,000万円を超える場合】 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以

下の場合】 

 

・ISO9000s認証取得（JIS Z9002-1994［ISO

9002:1994］を条件として発注する場合は、

以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業

務) 

第1-6条 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)本業務の実施に当たって

は、設計図書による他、受

注者が認証取得している適

用規格の要求事項に基づく

品質システムにより行う。 

(2)契約締結後、適用規格の

認証の維持に関して不測の

 

［略］ 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(品質シス

テム文書

の取扱い) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(品質シス

テム変更) 

第1-8条 

 

 

事態及び疑義が生じた場合

は、発注者と受注者が協議

のうえ、これに当たるもの

とする。 

(3)受注者は、品質システム

を適用した品質管理活動に

関して、監督職員が行う調

査等に対し、協力するもの

とする。なお、調査への協

力に係る費用は受注者の負

担とする。 

 

 

 

 

(1)受注者は、品質システム

文書（品質マニュアル、作

業手順書、品質計画書）の

うち、当該業務の品質計画

書を、当該業務の業務計画

書の提出期限までに、監督

職員に提出するものとす

る。 

なお、本業務を同一の受

注者が複数の組織間で実施

する場合で、かつ各組織毎

に別々に認証取得している

場合には、各組織毎に当該

業務の品質計画書を作成

し、提出するものとする。 

(2)本業務を同一受注者の複

数の組織間で実施する場合

は、当該業務の品質計画書

において、各組織との関係

を明確に記述するものとす

る。 

(3)受注者は、従来どおり業

務計画書を提出するものと

するが、業務計画書と当該

業務の品質計画書の記述内

容に重複する部分がある場

合は、相互に参照または引

用する構成で作成すること

も可とする。 

 

 

 

受注者は、第1-7条(1)の規

定に基づき提出した当該業務

の品質計画書の変更が必要な



改 正 後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(配置技術者の確

認) 

第1-6条～ 

(技術員等の配置) 

第1-8条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

 

［略］ 

第2章 作業内容 

(作業項目及び数

量等) 

第2-1条・ 

(作業の留意点) 

第2-2条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

(業務写真におけ

る黒板情報の電子

化) 

第2-3条 

 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

 

 

 

 

［略］ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発注者へ

の協力) 

第1-9条 

場合は、速やかに変更内容を

監督職員に提出するものとす

る。 

 

 

 

(1)受注者は、発注者が設定

する場において、発注者が

作成した品質システム文

書、品質記録等及び調査報

告書等についての説明を求

められた場合は、これに協

力するものとする。 

(2)受注者は、監督職員が当

該業務の品質システム運用

状況の把握を行うため、品

質システム文書に関する関

係資料の提示、または提出

及び説明を求めた場合に

は、これに協力するものと

する。 
 

(配置技術者の確

認) 

第1-6条～ 

(技術員等の配置) 

第1-8条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

 

［略］ 

第2章 作業内容 

(作業項目及び数

量等) 

第2-1条・ 

(作業の留意点) 

第2-2条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

(業務写真におけ

る黒板情報の電子

化) 

第2-3条 

 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

 

 

 

 

［略］ 

 

  



改 正 後 現 行 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によるものとす

る。 

なお、上記アに示す黒板情報

の電子的記入については、「電

子 化 写 真 デ ー タ の 作 成 要 領

（案）６ 写真編集等」に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第3章 ［略］ ［略］ 

 

［略］ ［略］ ［略］ 

第4章 業務管理 

(情報共有システ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。 

なお、上記(1)に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

 

(3) ［略］ 

 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(htt

p://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sha

ring/index.html)のチェックシステ

ム（信憑性チェックツール）又はチ

ェックシステム（信憑性チェックツ

ール）を搭載した写真管理ソフトウ

ェアを用いて、黒板情報を電子化し

た写真の信憑性確認を行い、その結

果を監督職員へ提出するものとす

る。 

５ ［略］ 

 

第3章 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報共有システ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 



改 正 後 現 行 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第1章第1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以下の内

容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、市販

のファイル綴じで可） 

  

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

   

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者について】 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第1章第1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体

の出力、市販のファイル綴じで

可） 

 

 

 

[新設] 

  

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

   

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者について】 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

 



改 正 後 現 行 

Ⅱ 測量業務   

１ 路線測量業務特別仕様書記載例 

路線測量業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(業務概要) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(一般事項) 

第1-5条 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書及び共通仕様書に記載さ

れていない事項で、測量作業の内容に応じ

必要なものを記載する。 

・伐採等による有価木の補償を伴う場合

は、発注者の補償している範囲（規格、数

量等）を示すとともに、受注者の負担を具

体的に記載する。 

・伐採等の補償の全額を受注者に負担させ

る場合は、その旨を記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Z9002-1994［ISO

9002:1994］を条件として発注する場合は、

以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-9条 

 

 

 

(品 質 シ ス

テム文書の

取扱い) 

第1-10条 

 

 

 

(品 質 シ ス

テム変更) 

第1-11条 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ

の協力) 

第1-12条 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第1-10条１の

規定に基づき提出した当該

業務の品質計画書の変更が

必要な場合は、速やかに変

更内容を監督職員に提出す

るものとする。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 

Ⅱ 測量業務   

１ 路線測量業務特別仕様書記載例 

路線測量業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(業務概要) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書及び共通仕様書に記載さ

れていない事項で、測量作業の内容に応じ

必要なものを記載する。 

・伐採等による有価木の補償を伴う場合

は、発注者の補償している範囲（規格、数

量等）を示すとともに、受注者の負担を具

体的に記載する。 

・伐採等の補償の全額を受注者に負担させ

る場合は、その旨を記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Z9002-1994［ISO

9002:1994］を条件として発注する場合は、

以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-6条 

 

 

 

(品質 シス

テム文書の

取扱い) 

第1-7条 

 

 

 

(品質 シス

テム変更) 

第1-8条 

 

 

 

 

 

 

(発注 者へ

の協力) 

第1-9条 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第1-7条(1)の

規定に基づき提出した当該

業務の品質計画書の変更が

必要な場合は、速やかに変

更内容を監督職員に提出す

るものとする。 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

(配置技術者 の確

認) 

第1-6条～ 

(技術員等の配置) 

第1-8条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ 

 

［略］ ［略］ ［略］ 

第3章 作業内容 

(作業項目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

(作業の留意点) 

第3-2条 

 

 

測量作業の実施に際し特に留意す

る点は、次のとおりとする。 

(1)線形決定 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

(2)IP設置測量 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

(3)中心線測量 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(4)・(5) ［略］ 

(6)横断測量 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(7) ［略］ 

 

 

［略］ 

  

(管理技術者) 

第3-3条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1) ［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

(配置技術者の 確

認) 

第1-6条～ 

(技術員等の配置) 

第1-8条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ 

 

［略］ ［略］ ［略］ 

第3章 作業内容 

(作業項目及び 数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

(作業の留意点) 

第3-2条 

 

 

測量作業の実施に際し特に留意す

る点は、次のとおりとする。 

(1)線形決定 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

(2)IP設置測量 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

(3)中心線測量 

① ［略］ 

② ［略］ 

(4)・(5) ［略］ 

(6)横断測量 

① ［略］ 

② ［略］ 

(7) ［略］ 

 

 

［略］ 

  

(管理技術者) 

第3-3条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ 本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によるものとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入については、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集等」に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報共有システム) 

第4-1条 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

 

 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて

業務写真を撮影する場合は、被写

体と黒板情報を電子画像として同

時に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(htt

p://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sha

ring/index.html)のチェックシステ

ム（信憑性チェックツール）又はチ

ェックシステム（信憑性チェックツ

ール）を搭載した写真管理ソフトウ

ェアを用いて、黒板情報を電子化し

た写真の信憑性確認を行い、その結

果を監督職員へ提出するものとす

る。 

５ ［略］ 

 

 

第4章 業務管理 

(情報共有システム) 

第4-1条 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

 

 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

 



改 正 後 現 行 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第1章第1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

[削る] 

 

 

 

・成果物の出力及び図面原図の提出を求める場

合は以下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、市販

のファイル綴じで可） 

(3)図面原図１式 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

【予定価格が 100 万円以上かつ 1,000 万円以下の場合】 ［略］ 

 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づ

き作成し、次のものを提出しなけれ

ばならない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体の

出力、市販のファイル綴じで可） 

３ 図面原図１式 

 

 

 

・２及び３は、提出を求める場合に記載する 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

【予定価格が 100 万円以上かつ 1,000 万円以下の場合】 ［略］ 

 



改 正 後 現 行 

２ 基準点及び水準測量業務特別仕様書記載例 

基準点及び水準測量業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(業務概要) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(一般事項) 

第1-5条 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書及び共通仕様書に記載さ

れていない事項で、測量作業の内容に応じ

必要なものを記載する。 

・伐採等による有価木の補償を伴う場合

は、発注者の補償している範囲（規格、数

量等）を示すとともに、受注者の負担を具

体的に記載する。 

・伐採等の補償の全額を受注者に負担させ

る場合は、その旨を記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Z9002-1994［IS

O9002:1994］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-9条 

 

 

 

(品 質 シ ス

テム文書の

取扱い) 

第1-10条 

 

 

 

(品 質 シ ス

テム変更) 

第1-11条 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ

の協力) 

第1-12条 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-10条１

の規定に基づき提出した

当該業務の品質計画書の

変更が必要な場合は、速

やかに変更内容を監督職

員 に 提 出 す る も の と す

る。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 

２ 基準点及び水準測量業務特別仕様書記載例 

基準点及び水準測量業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(業務概要) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書及び共通仕様書に記載さ

れていない事項で、測量作業の内容に応じ

必要なものを記載する。 

・伐採等による有価木の補償を伴う場合

は、発注者の補償している範囲（規格、数

量等）を示すとともに、受注者の負担を具

体的に記載する。 

・伐採等の補償の全額を受注者に負担させ

る場合は、その旨を記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Z9002-1994［IS

O9002:1994］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-6条 

 

 

 

(品質シス

テム文書の

取扱い) 

第1-7条 

 

 

 

(品質シス

テム変更) 

第1-8条 

 

 

 

 

 

 

(発注者へ

の協力) 

第1-9条 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第1-7条(1)の

規定に基づき提出した当該

業務の品質計画書の変更が

必要な場合は、速やかに変

更内容を監督職員に提出す

るものとする。 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

(配置技術者の確

認) 

第1-6条～ 

(技術員等の配置) 

第1-8条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

 

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ 

 

［略］ ［略］ ［略］ 

第3章 作業内容 

(作 業 項 目 及 び 数

量) 

第3-1条～ 

(管理技術者) 

第3-3条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用

いて業務写真を撮影する場合

は、被写体と黒板情報を電子画

像として同時に記録してもよい

こととする。 

イ 本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によるものとす

る。 

なお、上記アに示す黒板情報

の電子的記入については、「電

子化写真データの作成要領

（案）６ 写真編集等」に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

(配置技術者の確

認) 

第1-6条～ 

(技術員等の配置) 

第1-8条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ 

 

［略］ ［略］ ［略］ 

第3章 作業内容 

(作業 項 目 及び 数

量) 

第3-1条～ 

(管理技術者) 

第3-3条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。 

なお、上記(1)に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

 

(3) ［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の

電子化を行った写真を、業務完了時

に発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sha

ring/index_digital.html)のチェッ

クシステム（信憑性チェックツー

ル）又はチェックシステム（信憑性

チェックツール）を搭載した写真管

理ソフトウェアを用いて、黒板情報

を電子化した写真の信憑性確認を行

い、その結果を監督職員へ提出する

ものとする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報共有システム) 

第4-1条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第1章第1-1

7条に基づき作成し、次のものを

提出しなければならない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

[削る] 

 

 

 

・成果物の出力及び図面原図の提出を求める

場合は以下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、市販

のファイル綴じで可） 

(3)図面原図１式 

  

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

   

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

【予定価格が 100 万円以上かつ 1,000 万円以下の場合】 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(htt

p://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sha

ring/index.html)のチェックシステ

ム（信憑性チェックツール）又はチ

ェックシステム（信憑性チェックツ

ール）を搭載した写真管理ソフトウ

ェアを用いて、黒板情報を電子化し

た写真の信憑性確認を行い、その結

果を監督職員へ提出するものとす

る。 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報共有システム) 

第4-1条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第1章第1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体

の出力、市販のファイル綴じで

可） 

３ 図面原図１式 

 

 

 

・２及び３は、提出を求める場合に記載する 

  

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

   

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

【予定価格が 100 万円以上かつ 1,000 万円以下の場合】 ［略］ 

 



改 正 後 現 行 

３ 地形図作成業務特別仕様書記載例 

地形図作成業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(業務概要) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(一般事項) 

第1-5条 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書及び共通仕様書に記載さ

れていない事項で、測量作業の内容に応じ

必要なものを記載する。 

・伐採等による有価木の補償を伴う場合

は、発注者の補償している範囲（規格、数

量等）を示すとともに、受注者の負担を具

体的に記載する。 

・伐採等の補償の全額を受注者に負担させ

る場合は、その旨を記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Z9002-1994［IS

O9002:1994］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-9条 

 

 

 

(品 質 シ ス

テム文書の

取扱い) 

第1-10条 

 

 

 

(品 質 シ ス

テム変更) 

第1-11条 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ

の協力) 

第1-12条 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-10条１

の規定に基づき提出した

当該業務の品質計画書の

変更が必要な場合は、速

やかに変更内容を監督職

員 に 提 出 す る も の と す

る。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 

３ 地形図作成業務特別仕様書記載例 

地形図作成業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(業務概要) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書及び共通仕様書に記載さ

れていない事項で、測量作業の内容に応じ

必要なものを記載する。 

・伐採等による有価木の補償を伴う場合

は、発注者の補償している範囲（規格、数

量等）を示すとともに、受注者の負担を具

体的に記載する。 

・伐採等の補償の全額を受注者に負担させ

る場合は、その旨を記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Z9002-1994［IS

O9002:1994］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-6条 

 

 

 

(品質 シス

テム文書の

取扱い) 

第1-7条 

 

 

 

(品質 シス

テム変更) 

第1-8条 

 

 

 

 

 

 

 

(発注 者へ

の協力) 

第1-9条 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第1-7条(1)の

規定に基づき提出した当該

業務の品質計画書の変更が

必要な場合は、速やかに変

更内容を監督職員に提出す

るものとする。 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

(配置技術者の確

認) 

第1-6条～ 

(技術員等の配置) 

第1-8条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(作業基本条件) 

第2-1条 

 

測量作業の基本条件は、次のとお

りである。 

(1)～(3)  ［略］ 

(4)図化作業 

図化作業における留意点は、次

のとおりとする。 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

（ア） ［略］ 

（イ） ［略］ 

（ウ） ［略］ 

（エ） ［略］ 

ウ ［略］ 

 

 

 

［略］ 

  

(貸与資料) 

第2-2条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

第3章 作業内容 

(作 業 項 目 及 び 数

量) 

第3-1条・ 

(管理技術者) 

第3-2条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-3条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

(配置技術者の確

認) 

第1-6条～ 

(技術員等の配置) 

第1-8条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(作業基本条件) 

第2-1条 

 

測量作業の基本条件は、次のとお

りである。 

(1)～(3)  ［略］ 

(4)図化作業 

図化作業における留意点は、次

のとおりとする。 

１） ［略］ 

２） ［略］ 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

３） ［略］ 

 

 

 

［略］ 

  

(貸与資料) 

第2-2条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

第3章 作業内容 

(作業項目及び 数

量) 

第3-1条・ 

(管理技術者) 

第3-2条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-3条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ 本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によるものとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入については、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集等」に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報共有システム) 

第4-1条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第1章第1-1

7条に基づき作成し、次のものを

提出しなければならない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

・成果物の出力及び図面原図の提出を求める

場合は以下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、市販

のファイル綴じで可） 

(3)図面原図１式 

  

 

［略］ 

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http:

//www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharin

g/index.html)のチェックシステム

（信憑性チェックツール）又はチェ

ックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェ

アを用いて、黒板情報を電子化した

写真の信憑性確認を行い、その結果

を監督職員へ提出するものとする。 

 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報共有システム) 

第4-1条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第1章第1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体

の出力、市販のファイル綴じで

 

 

・２及び３は、提出を求める場合に記載する 

  

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

 

[削る] 

 

第6-2条 ［略］ 

 

［略］    

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

可） 

３ 図面原図１式 

 

第6-2条 ［略］ ［略］ 

 

   

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 



改 正 後 現 行 

Ⅲ 設計業務 
１ ダム設計業務特別仕様書記載例 

ダム設計業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ア ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 イ ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

 

［略］ 

  

Ⅲ 設計業務 
１ ダム設計業務特別仕様書記載例 

ダム設計業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ① ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 ② ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

 

 

 

［略］ 

  



改 正 後 現 行 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-14条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-15条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-16条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-17条 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

15条１の規定に基

づき提出した当該

業務の品質計画書

の変更が必要な場

合は、速やかに変

更内容を監督職員

に提出するものと

する。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

  

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

 

［略］ 

 

［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-11条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-12条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-14条 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

12条 (1)の 規 定 に

基づき提出した当

該業務の品質計画

書の変更が必要な

場合は、速やかに

変更内容を監督職

員に提出するもの

とする。 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

  

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

 

［略］ 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、２を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

(5) ［略］ 
 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

 

 

・測量業務については、測量作業規定に

より、作業計画等の中で技術者の報告

があるので担当技術者は省略するが、

土質・地質調査業務については、特別

仕様書で規定する必要ある場合に２を

追記する。 

・２は、土質・地質調査業務の担当技術

者の報告をこの条項で定め、共通仕様

書第1-8条により監督職員に提出するも

のである。なお、この場合の担当技術

者は、技術士、RCCMの有資格者とす

る。 

・地質・土質業務の該当技術士の地質・

土質業務の該当する部門としては、建

設部門で「土質及び基礎」、応用理学

部門で「地質」等の選択科目がある。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）の該当する部門では、地質部

門、土質及び基礎部門がある。 

 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、(2)を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

1) ［略］ 

2) ［略］ 

3) ［略］ 

4) ［略］ 

5) ［略］ 
 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

・測量業務については、測量作業規定に

より、作業計画等の中で技術者の報告

があるので担当技術者は省略するが、

土質・地質調査業務については、特別

仕様書で規定する必要ある場合に(2)項

を追記する。 

・(2)項は、土質・地質調査業務の担当技

術者の報告をこの条項で定め、共通仕

様書第1-8条により監督職員に提出する

ものである。なお、この場合の担当技

術者は、技術士、RCCMの有資格者とす

る。 

・地質・土質業務の該当技術士の地質・

土質業務の該当する部門としては、建

設部門で「土質及び基礎」、応用理学

部門で「地質」等の選択科目がある。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）の該当する部門では、地質部

門、土質及び基礎部門がある。 

 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

(設計条件) 

第2-2条 

 

 

設計作業における設計条件は、

次のとおりである。 

(1)ダム設計の基本条件 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(2)ダ ム 諸 元 は 次 の と お り で あ る

が、本業務において検討し決

定する。 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

エ ［略］ 

オ ［略］ 

カ ［略］ 

キ ［略］ 

ク ［略］ 

(3)・(4)  ［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(参考図書) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-6条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点)      

第3-2条    

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(5) ［略］ 

(6)当該業務で実施するコスト縮減対

策の検討作業に関し、検討の視点、

施策の提案内容及び比較検討の過程

や結果等の成果については、報告書

中に「コスト縮減対策」の章を別途

設定し、取りまとめるものとする。

なお、コスト縮減に関して新技術や

新工法等の選定にあたっては、農業

農村整備民間技術情報データベース

（NNTD）及び新技術情報システム（N

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

(設計条件) 

第2-2条 

 

 

設計作業における設計条件は、

次のとおりである。 

(1)ダム設計の基本条件 

1） ［略］ 

2） ［略］ 

(2)ダ ム 諸 元 は 次 の と お り で あ る

が、本業務において検討し決

定する。 

1） ［略］ 

2） ［略］ 

3） ［略］ 

4） ［略］ 

5） ［略］ 

6） ［略］ 

7） ［略］ 

8） ［略］ 

(3)・(4)  ［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(参考図書) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-6条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(5) ［略］ 

(6)当該業務で実施するコスト縮減対

策の検討作業に関し、検討の視点、

施策の提案内容及び比較検討の過程

や結果等の成果については、報告書

中に「コスト縮減対策」の章を別途

設定し、取りまとめるものとする。

なお、コスト縮減に関して新技術や

新工法等の選定にあたっては、農業

農村整備民間技術情報データベース

（NNTD）及び新技術情報システム（N

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

ETIS）等を積極的に活用しなければ

ならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

https://www.nn-techinfo.jpを参

照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

https://www.netis.mlit.go.jp/NE

TISを参照。 

(7)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

https://www.maff.go.jp/j/nousin

/seko/kouzi_kousyu/を参照。 

（記載例－１）・（記載例－２） 

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

ア ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

イ ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

(ア) ［略］ 

(イ) ［略］ 

(ウ) ［略］ 

(エ) ［略］ 

(オ) ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

ETIS）等を積極的に活用しなければ

ならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

http://www.nn-techinfo.jp/mdb_w

eb/MdbTop.doを参照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

http://www.netis.mlit.go.jp/Net

isRev/NewIndex.aspを参照。 

(7)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/

seko/kouzi_kousyu/を参照。 

（記載例－１）・（記載例－２）  

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

1) ［略］ 

  

  

 

 

 

 

 

2) ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

⑤ ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によ るも のとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入に つい ては、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集 等」 に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

   

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http:

//www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharin

g/index.html)のチェックシステム

（信憑性チェックツール）又はチェ

ックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェ

アを用いて、黒板情報を電子化した

写真の信憑性確認を行い、その結果

を監督職員へ提出するものとする。 

 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

   



改 正 後 現 行 

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以

下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 

［略］ 

 

【コンクリートダム設計作業項目内訳表】《構想設計》 

～【フィルダム施工計画及び仮設備設計作業項目内訳表】《補足設計》 ［略］ 

 

 

２ 頭首工（渓流取水工）設計業務特別仕様書記載例 

頭首工（渓流取水工）設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内   容 内  容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

 

 

 

［略］ 

  

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体の出

力、市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 

［略］ 

 

【コンクリートダム設計作業項目内訳表】《構想設計》 

～【フィルダム施工計画及び仮設備設計作業項目内訳表】《補足設計》  ［略］ 

 

 

２ 頭首工（渓流取水工）設計業務特別仕様書記載例 

頭首工（渓流取水工）設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内   容 内  容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低 入 札価 格 契 約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

 

 

 

［略］ 

  



改 正 後 現 行 

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ア ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 イ ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-14条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-15条 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

  

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ① ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 ② ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

(履 行 確実 性 評 価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-11条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-12条 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 
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(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-16条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-17条 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

15条１の規定に基

づき提出した当該

業務の品質計画書

の変更が必要な場

合は、速やかに変

更内容を監督職員

に提出するものと

する。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、２を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

(5) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-14条 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

12条 (1)の 規 定 に

基づき提出した当

該業務の品質計画

書の変更が必要な

場合は、速やかに

変更内容を監督職

員に提出するもの

とする。 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、(2)を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

1) ［略］ 

2) ［略］ 

3) ［略］ 

4) ［略］ 

5) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 
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(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

(設計条件) 

第2-2条 

 

設計作業における設計条件は、次

のとおりである。 

(1)設計基本条件 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

エ ［略］ 

(2)  ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

(参考図書) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-6条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

［略］ 

(配 置 技術 者 の 確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

(設計条件) 

第2-2条 

 

設計作業における設計条件は、次

のとおりである。 

(1)設計基本条件 

1） ［略］ 

2） ［略］ 

3） ［略］ 

4） ［略］ 

(2)  ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

(参考図書) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-6条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

第 3章  設 計 作 業

内容 

(作 業 項目 及 び 数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設 計 作業 の 留 意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新

 

 

［略］ 
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工法等の選定にあたっては、農 

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システム

（NETIS）等を積極的に活用しなけれ

ばならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

https://www.nn-techinfo.jpを参

照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

https://www.netis.mlit.go.jp/NE

TISを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

https://www.maff.go.jp/j/nousin

/seko/kouzi_kousyu/を参照。 

（記載例－１）・（記載例－２） 

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

ア ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

イ ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

(ア) ［略］ 

(イ) ［略］ 

(ウ) ［略］ 

(エ) ［略］ 

(オ) ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

http://www.nn-techinfo.jp/mdb_w

eb/MdbTop.doを参照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

http://www.netis.mlit.go.jp/Net

isRev/NewIndex.aspを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/

seko/kouzi_kousyu/を参照。 

（記載例－１）・（記載例－２）  

［略］ 

 

(業 務 の成 果 品 質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

1) ［略］ 

  

  

 

 

 

 

 

2) ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

⑤ ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

 

 

［略］ 
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 の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によ るも のとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入に つい ては、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集 等」 に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

 

 

 

 の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http:

//www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharin

g/index.html)のチェックシステム

（信憑性チェックツール）又はチェ

ックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェ

アを用いて、黒板情報を電子化した

写真の信憑性確認を行い、その結果

を監督職員へ提出するものとする。 

 

５ ［略］ 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以

下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 内 容 内 容 

【管理技術者・照査技術者について】  

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 

［略］ 

 

【頭首工設計作業項目内訳表】《構想設計》  

～ 【渓流取水工設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

 

３ ポンプ場設計業務特別仕様書記載例 

ポンプ場設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

 

 

 

 

 

 

  

第4章 業務管理 

(情 報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体の出

力、市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 

［略］ 

 

【頭首工設計作業項目内訳表】《構想設計》  

～ 【渓流取水工設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

 

３ ポンプ場設計業務特別仕様書記載例 

ポンプ場設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

 

 

 

 

 

 

  



改 正 後 現 行 

第1-5条 （記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ア ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 イ ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

［略］ 

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

 

 

項  目 内  容 

(履行業務)  

  

第1-5条 （記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ① ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 ② ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

［略］ 

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

 

 

項  目 内  容 

(履行業務)  

  



改 正 後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-14条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-15条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-16条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-17条 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

15条１の規定に基

づき提出した当該

業務の品質計画書

の変更が必要な場

合は、速やかに変

更内容を監督職員

に提出するものと

する。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、２を以下の内容に変更する。 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-11条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-12条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-14条 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

12条 (1)の 規 定 に

基づき提出した当

該業務の品質計画

書の変更が必要な

場合は、速やかに

変更内容を監督職

員に提出するもの

とする。 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、(2)を以下の内容に変更する。 

 

［略］ 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

(5) ［略］ 
 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

(設計条件) 

第2-2条 

 

設計作業における設計条件は、

次のとおりである。 

(1)用水ポンプの場合 

ア 設計基本条件 

（ア） ［略］ 

（イ） ［略］  

（ウ） ［略］ 

（エ） ［略］ 

イ  ［略］ 

(2)排水ポンプの場合 

ア  ［略］ 

（ア） ［略］ 

（イ） ［略］ 

イ  ［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

(参考図書) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-6条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

  

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

1) ［略］ 

2) ［略］ 

3) ［略］ 

4) ［略］ 

5) ［略］ 
 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

(設計条件) 

第2-2条 

 

設計作業における設計条件は、

次のとおりである。 

１．用水ポンプの場合  

(1)設計基本条件 

1） ［略］ 

2） ［略］  

3） ［略］ 

4） ［略］ 

(2)  ［略］ 

２．排水ポンプの場合 

(1)  ［略］ 

1） ［略］ 

2） ［略］ 

(2)  ［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

(参考図書) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-6条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

  

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  



改 正 後 現 行 

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

https://www.nn-techinfo.jpを参

照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

https://www.netis.mlit.go.jp/NE

TISを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

https://www.maff.go.jp/j/nousin

/seko/kouzi_kousyu/を参照。 

（記載例－１）・（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

ア ［略］ 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

http://www.nn-techinfo.jp/mdb_w

eb/MdbTop.doを参照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

http://www.netis.mlit.go.jp/Net

isRev/NewIndex.aspを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/

seko/kouzi_kousyu/を参照。 

（記載例－１）・（記載例－２）  

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

1) ［略］ 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考
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イ ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

(ア) ［略］ 

(イ) ［略］ 

(ウ) ［略］ 

(エ) ［略］ 

(オ) ［略］ 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によ るも のとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入に つい ては、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集 等」 に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

2) ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

⑤ ［略］ 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

 

 

［略］ 
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発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以

下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【ポンプ場設計作業項目内訳表】《構想設計》  

～【ポンプ場設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http:

//www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharin

g/index.html)のチェックシステム

（信憑性チェックツール）又はチェ

ックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェ

アを用いて、黒板情報を電子化した

写真の信憑性確認を行い、その結果

を監督職員へ提出するものとする。 

 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体の出

力、市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【ポンプ場設計作業項目内訳表】《構想設計》  

～【ポンプ場設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 
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４ 水路工設計業務特別仕様書記載例 

水路工設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ア ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 イ ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

 

［略］ 

  

 

４ 水路工設計業務特別仕様書記載例 

水路工設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ① ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 ② ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

 

 

 

［略］ 
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(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-14条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-15条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-16条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-17条 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

15条１の規定に基

づき提出した当該

業務の品質計画書

の変更が必要な場

合は、速やかに変

更内容を監督職員

に提出するものと

する。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

  

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

 

［略］ 

 

［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-11条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-12条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-14条 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

12条 (1)の 規 定 に

基づき提出した当

該業務の品質計画

書の変更が必要な

場合は、速やかに

変更内容を監督職

員に提出するもの

とする。 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

  

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

 

［略］ 

 

［略］ 
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・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、２を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

(5) ［略］ 
 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］  

第2章 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、(2)を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

1) ［略］ 

2) ［略］ 

3) ［略］ 

4) ［略］ 

5) ［略］ 
 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

 

 

［略］ 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、https:/

/www.nn-techinfo.jpを参照。 

 

・新技術情報システム（NETIS）はhtt

ps://www.netis.mlit.go.jp/NETIS

を参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」はhttps://ww

w.maff.go.jp/j/nousin/seko/kouz

i_kousyu/を参照。 

（記載例－１）・（記載例－２） 

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

ア ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

イ ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

(ア) ［略］ 

(イ) ［略］ 

(ウ) ［略］ 

(エ) ［略］ 

(オ) ［略］ 

  

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、http://

www.nn-techinfo.jp/mdb_web/MdbT

op.doを参照。 

・新技術情報システム（NETIS）はhtt

p://www.netis.mlit.go.jp/NetisR

ev/NewIndex.aspを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」はhttp://ww

w.maff.go.jp/j/nousin/seko/kouz

i_kousyu/を参照。 

（記載例－１）・（記載例－２）  

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

1) ［略］ 

  

  

 

 

 

 

 

2) ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

⑤ ［略］ 

  



改 正 後 現 行 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によ るも のとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入に つい ては、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集 等」 に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http:

//www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharin

g/index.html)のチェックシステム

（信憑性チェックツール）又はチェ

ックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェ

アを用いて、黒板情報を電子化した

写真の信憑性確認を行い、その結果

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以

下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【用水路路線計画設計作業項目内訳表】《構想設計》  

～【水路横断構造物設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

 

５ ほ場整備設計業務特別仕様書記載例 

ほ場整備設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

を監督職員へ提出するものとする。 

 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体の出

力、市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【用水路路線計画設計作業項目内訳表】《構想設計》  

～【水路横断構造物設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

 

５ ほ場整備設計業務特別仕様書記載例 

ほ場整備設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ア ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 イ ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

 

  

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ① ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 ② ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

 

  



改 正 後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-14条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-15条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-16条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-17条 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

15条１の規定に基

づき提出した当該

業務の品質計画書

の変更が必要な場

合は、速やかに変

更内容を監督職員

に提出するものと

する。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-11条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-12条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-14条 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

12条 (1)の 規 定 に

基づき提出した当

該業務の品質計画

書の変更が必要な

場合は、速やかに

変更内容を監督職

員に提出するもの

とする。 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

 

［略］ 

 

［略］ 



改 正 後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、２を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

(5) ［略］ 
 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

 

 

［略］ 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］  

第2章 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

https://www.nn-techinfo.jpを参

照。 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、(2)を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

1) ［略］ 

2) ［略］ 

3) ［略］ 

4) ［略］ 

5) ［略］ 
 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

［略］ 

 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関して新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

http://www.nn-techinfo.jp/mdb_w

eb/MdbTop.doを参照。 

 

 

［略］ 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

・新技術情報システム（NETIS）は 

https://www.netis.mlit.go.jp/NE

TISを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

https://www.maff.go.jp/j/nousin

/seko/kouzi_kousyu/を参照。 

 

（記載例－１）・（記載例－２） 

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

ア ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

イ ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

(ア) ［略］ 

(イ) ［略］ 

(ウ) ［略］ 

(エ) ［略］ 

(オ) ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

・新技術情報システム（NETIS）は 

http://www.netis.mlit.go.jp/Net

isRev/NewIndex.aspを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/

seko/kouzi_kousyu/を参照。 

 

（記載例－１）・（記載例－２）  

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

1) ［略］ 

  

  

 

 

 

 

 

2) ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

⑤ ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1)［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によ るも のとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入に つい ては、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集 等」 に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http:

//www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharin

g/index.html)のチェックシステム

（信憑性チェックツール）又はチェ

ックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェ

アを用いて、黒板情報を電子化した

写真の信憑性確認を行い、その結果

を監督職員へ提出するものとする。 

 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

 

 

［略］ ［略］  ［略］ 



改 正 後 現 行 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以

下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【ほ場整備設計作業項目内訳表】《基本設計》  

～ 【ほ場整備設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

 

６ 畑地かんがい施設設計業務特別仕様書記載例 

畑地かんがい設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 

 

 

［略］ 

  

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体の出

力、市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【ほ場整備設計作業項目内訳表】《基本設計》  

～ 【ほ場整備設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

 

６ 畑地かんがい施設設計業務特別仕様書記載例 

畑地かんがい設計業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 

 

 

［略］ 

  



改 正 後 現 行 

 ア ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 イ ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-14条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-15条 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

  

 ① ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 ② ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-11条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-12条 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

  



改 正 後 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-16条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-17条 

 

 

受注者は、第 1-

15条１の規定に基

づき提出した当該

業務の品質計画書

の変更が必要な場

合は、速やかに変

更内容を監督職員

に提出するものと

する。 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、２を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

(5) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

１ ［略］ 

 

［略］ 

  

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

第1-14条 

 

 

受注者は、第 1-

12条 (1)の 規 定 に

基づき提出した当

該業務の品質計画

書の変更が必要な

場合は、速やかに

変更内容を監督職

員に提出するもの

とする。 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、(2)を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

1) ［略］ 

2) ［略］ 

3) ［略］ 

4) ［略］ 

5) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

(1) ［略］ 

 

［略］ 

  

［略］ 



改 正 後 現 行 

 ２ ［略］ 

 

 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計 作 業 の 留 意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

https://www.nn-techinfo.jpを参

照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

https://www.netis.mlit.go.jp/NE

TISを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

https://www.maff.go.jp/j/nousin

/seko/kouzi_kousyu/を参照。 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 (2) ［略］ 

 

 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ 

 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計 作 業 の 留 意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関して新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

http://www.nn-techinfo.jp/mdb_w

eb/MdbTop.doを参照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

http://www.netis.mlit.go.jp/Net

isRev/NewIndex.aspを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/

seko/kouzi_kousyu/を参照。 

 

 

［略］ 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

（記載例－１）・（記載例－２）  

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

ア ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

イ ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

(ア) ［略］ 

(イ) ［略］ 

(ウ) ［略］ 

(エ) ［略］ 

(オ) ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1)［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

（記載例－１）・（記載例－２）  

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

1) ［略］ 

  

  

 

 

 

 

 

2) ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

⑤ ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 



改 正 後 現 行 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によ るも のとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入に つい ては、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集 等」 に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以

下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http:

//www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharin

g/index.html)のチェックシステム

（信憑性チェックツール）又はチェ

ックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェ

アを用いて、黒板情報を電子化した

写真の信憑性確認を行い、その結果

を監督職員へ提出するものとする。 

 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体の出

力、市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 



改 正 後 現 行 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【畑地かんがい施設設計作業項目内訳表】《構想設計》 

～ 【畑地かんがい施設計画設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

 

７ 農道設計業務特別仕様書記載例 

農道設計業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ア ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 イ ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

 

 

 

［略］ 

  

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【畑地かんがい施設設計作業項目内訳表】《構想設計》 

～ 【畑地かんがい施設計画設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

 

７ 農道設計業務特別仕様書記載例 

農道設計業務特別仕様書記載例 作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(土地の立入り等) 

第1-4条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ① ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 ② ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

 

 

 

［略］ 

  



改 正 後 現 行 

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-14条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-15条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-16条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

15条１の規定に基

づき提出した当該

業務の品質計画書

の変更が必要な場

合は、速やかに変

更内容を監督職員

に提出するものと

する。 

 

 

 

  

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

(一般事項) 

第1-7条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務請負契約書や共通仕様書に記載さ

れていない事項で、設計作業の内容に応

じ、必要なものを記載する。 

・ISO9000s認証取得（JIS Q9001:2000［I

SO9001:2000］を条件として発注する場合

は、以下の内容を記載するものとする。 

項  目 内  容 

(履行業務) 

第1-11条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム文書の取扱

い) 

第1-12条 

 

 

 

(品 質 シ ス テ

ム変更) 

第1-13条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発 注 者 へ の

協力) 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

受注者は、第 1-

12条 (1)の 規 定 に

基づき提出した当

該業務の品質計画

書の変更が必要な

場合は、速やかに

変更内容を監督職

員に提出するもの

とする。 

 

 

 

  



改 正 後 現 行 

 

 

 

第1-17条 １ ［略］ 

２ ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、２を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

(5) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

 

 

［略］ 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

(設計条件) 

第2-2条 

 

設計作業における設計条件は、次

 

［略］ 

  

 

 

 

第1-14条 (1) ［略］ 

(2) ［略］ 
 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本条（照査技術者）は、当該業務で照

査技術者の配置を定める場合に記載す

る。 

・記載例における「技術部門」及び「選

択科目」は代表例を示したものであり、

業務内容に応じて適切に指定すること。 

・技術士で、記載例の「技術部門」及び

「選択科目」以外の部門を含めて指定す

る場合は、別紙表－１を参考に追記す

る。 

・シビルコンサルティングマネージャー

（RCCM）で、「農業土木」以外の部門を

含めて指定する場合も、別紙表－１を参

考に追記する。 

 

・「照査手引書」に基づく照査を行うこ

とが出来ない工種で、照査を行う場合

は、(2)を以下の内容に変更する。 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、

監督職員が指示する業務の節目と

は、次のとおりする。 

1) ［略］ 

2) ［略］ 

3) ［略］ 

4) ［略］ 

5) ［略］ 
 

 

［略］ 

 

［略］ 

(担当技術者) 

第1-10条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

［略］ 

  

［略］ 

(配置技 術者 の確

認) 

第1-11条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 ［略］ 

 

(設計条件) 

第2-2条 

 

設計作業における設計条件は、次

 

［略］ 
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 のとおりである。 

(1)設計基本条件 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

エ ［略］ 

オ ［略］ 

カ ［略］ 

(2)その他の設計条件 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

ウ ［略］ 

エ ［略］ 

オ ［略］ 

カ ［略］ 

(3) 土地改良事業標準設計の適用 

［略］ 

 

(参考図書) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-6条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関する新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 のとおりである。 

(1)設計基本条件 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

４ ［略］ 

５ ［略］ 

６ ［略］ 

(2)その他の設計条件 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

４ ［略］ 

５ ［略］ 

６ ［略］ 

(3) 土地改良事業標準設計の適用 

［略］ 

 

(参考図書) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-6条 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］  

 

 

 

［略］ 

第 3章  設計 作業

内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

  

(設計作 業の 留意

点) 

第3-2条 

 

 

 

 

 

 

設計作業の実施に際し特に留意

する点は、次のとおりとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5)当該業務で実施するコスト縮減

対策の検討作業に関し、検討の

視点、施策の提案内容及び比較

検討の過程や結果等の成果につ

いては、報告書中に「コスト縮

減対策」の章を別途設定し、取

りまとめるものとする。なお、

コスト縮減に関して新技術や新

工法等の選定にあたっては、農

業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）及び新技術情報システ

ム（NETIS）等を積極的に活用しなけ

ればならない。 

・農業農村整備民間技術情報データベ

ース（NNTD）については、 

 

 

［略］ 
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https://www.nn-techinfo.jpを参

照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

https://www.netis.mlit.go.jp/NE

TISを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

https://www.maff.go.jp/j/nousin

/seko/kouzi_kousyu/を参照。 

 

（記載例－１）・（記載例－２） 

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

ア ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

イ ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

(ア) ［略］ 

(イ) ［略］ 

(ウ) ［略］ 

(エ) ［略］ 

(オ) ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

http://www.nn-techinfo.jp/mdb_w

eb/MdbTop.doを参照。 

・新技術情報システム（NETIS）は 

http://www.netis.mlit.go.jp/Net

isRev/NewIndex.aspを参照。 

(6)数量計算に当たっては、「工事工種

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/

seko/kouzi_kousyu/を参照。 

 

（記載例－１）・（記載例－２）  

［略］ 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-3条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

1) ［略］ 

  

  

 

 

 

 

 

2) ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

⑤ ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-4条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

 

 

［略］ 
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化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

要領（案）」によ るも のとす

る。なお、上記アに示す黒板情

報の電子的記入に つい ては、

「電子化写真データの作成要領

（案）６写真編集 等」 に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http

s://www.cals.jacic.or.jp/CIM/shar

ing/index_digital.html)のチェック

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

（案）」によるものとする。な

お、上記（１）に示す黒板情報の

電子的記入については、「電子化

写真データの作成要領（案）６写

真編集等」に示す「写真編集」に

は該当しないものとする。 

 

(3)［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

なお、受注者は納品時にURL(http:

//www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharin

g/index.html)のチェックシステム

（信憑性チェックツール）又はチェ

ックシステム（信憑性チェックツー

ル）を搭載した写真管理ソフトウェ

アを用いて、黒板情報を電子化した

写真の信憑性確認を行い、その結果

を監督職員へ提出するものとする。 

 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 
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第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以

下の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【農道―現況調査計画作業項目内訳表】《基本設計》 

～ 【農道―道路トンネル設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 

 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第18条に基づき

作成し、次のものを提出しなければなら

ない。 

１ ［略］ 

２ 成果物の出力 1部（電子媒体の出

力、市販のファイル綴じで可） 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

［略］ 

(成果物の提出先) 

第6-2条 

 

 

［略］ 

 

 

  

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

 ［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

 

【農道―現況調査計画作業項目内訳表】《基本設計》 

～ 【農道―道路トンネル設計作業項目内訳表】《実施設計》 ［略］ 
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Ⅳ 積算参考資料作成業務 

積算参考資料作成業務特別仕様書記載例 

積算参考資料作成業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(作業概要) 

第1-4条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-5条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(管理技術者) 

第1-6条～ 

(保険加入) 

第1-9条 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］  

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ 

 

［略］ ［略］ ［略］ 

第3章作業内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

  

(作業の留意点) 

第3-2条 

 

 

 本業における作業は、次の事項を留意

するものとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5) 数量計算に当たっては、「工事工種

 

［略］ 

  

Ⅳ 積算参考資料作成業務 

積算参考資料作成業務特別仕様書記載例 

積算参考資料作成業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(作業概要) 

第1-4条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-5条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(管理技術者) 

第1-6条～ 

(保険加入) 

第1-9条 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

第2章 ［略］ ［略］ 

 

［略］ ［略］ ［略］ 

第3章作業内容 

(作業項 目及 び数

量) 

第3-1条 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

  

(作業の留意点) 

第3-2条 

 

 

 本業における作業は、次の事項を留意

するものとする。 

(1)～(4) ［略］ 

(5) 数量計算に当たっては、「工事工種

 

［略］ 
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の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

https://www.maff.go.jp/j/nousin

/seko/kouzi_kousyu/を参照。 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第 1章第 1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

 

・成果物の出力の提出を求める場合は以下

の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

  

 

［略］ 

第6-2条 ［略］ 

 

［略］    

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者について】 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 
 
 
Ⅴ・Ⅵ ［略］ 

 

の体系化」に基づき作成するものと

する。 

なお、「工事工種の体系化」に該

当しない工種や用語については、監督

職員と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は 

http://www.maff.go.jp/j/nousin/sek

o/kouzi_kousyu/を参照。 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第 1章第 1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

１ ［略］ 

２  成果物の出力  1部（電子媒体

の出力、市販のファイル綴じで

可） 

 

 

 

[新設] 

  

 

［略］ 

第6-2条 ［略］ ［略］ 

 

   

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者について】 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

  

 

Ⅴ・Ⅵ ［略］ 
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Ⅶ 施設機能診断業務 

施設機能診断業務特別仕様書記載例 

施設機能診断業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(作業概要) 

第1-4条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ア ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 イ ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

 

 

 

［略］ 

  

Ⅶ 施設機能診断業務 

施設機能診断業務特別仕様書記載例 

施設機能診断業務特別仕様書記載例  作成要領及び留意事項 

項 目 内 容 内 容 契約書 
共通 

仕様書 

第1章 総 則 

(適用範囲) 

第1-1条～ 

(作業概要) 

第1-4条 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

(低入札 価格 契約

における第三者照

査) 

第1-5条 

 

 

 

（記載例－１） 

１ ［略］ 

２ 第三者照査の企業に要求される資格 

(1)～(4) ［略］ 

(5)中立的、公平な立場で照査が可能な

者であること。なお、第三者照査を実施

するものは受注者との関係において、以

下の基準のいずれかに該当する関係がな

いこと。 

 ① ［略］ 

 (ア)・(イ) ［略］ 

 ② ［略］ 

 (ア) ［略］ 

３～８ ［略］ 

（記載例－２） 

［略］ 

 

 

 

 

［略］ 

  

(履行確 実性 評価

の 達 成 状 況 の 確

認) 

第1-6条 

 

 

 

 

本業務の受注にあたり、調査基準価

格を下回る金額で受注した場合には、履

行確実性評価の審査で提出した追加資料

について、業務実施状況を踏まえた実施

額に修正し、これを裏付ける資料ととも

に、業務完了検査時に提出するものとす

る。その上で、提出された資料をもとに

以下の内容について履行確実性評価の達

成状況を確認し、その結果を業務成績に

反映させるものとする。 

なお、業務完了検査時までに提出されな

い場合には以降の提出を受け付けず、業

務成績評定に厳格に反映させるものとす

る。 

① ［略］ 

② ［略］ 

 

 

 

［略］ 

  



改 正 後 現 行 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

 

(一般事項) 

第1-7条・ 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］  

 

［略］ 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、監

督職員が指示する業務の節目とは、

次のとおりとする。 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

(4) ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

(担当技術者) 

第1-10条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

  

(設計条件) 

第2-2条 

 

 

本業務の実施にあたっては、以

下の事項に留意して作業を進める

ものとする。 

(1)～(6)  ［略］ 

(7) 保安対策 

（記載例‐ 1 公安委員会が認定す

る路線の場合） 

 ア ［略］ 

 イ ［略］ 

（記載例‐ 2 公安委員会が認定す

る路線以外の場合） 

 ア ［略］ 

 イ ［略］ 

(8) ［略］ 

  

 

［略］ 

  

(対象施設) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-7条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］  

 

 

［略］ 

第3章作業内容 

(作業項 目及 び数

量) 

 

 

 

 

 

 

  

③ ［略］ 

④ ［略］ 

 

(一般事項) 

第1-7条・ 

(管理技術者) 

第1-8条 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

(照査技術者) 

第1-9条 

 

 

１ ［略］ 

２ 共通仕様書第1-7条第4項でいう、監

督職員が指示する業務の節目とは、

次のとおりとする。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

(担当技術者) 

第1-10条～ 

(技術員等の配置) 

第1-13条 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

［略］ 

第2章 作業条件 

(適用する図書) 

第2-1条 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

［略］ ［略］ 

(設計条件) 

第2-2条 

 

 

本業務の実施にあたっては、以

下の事項に留意して作業を進める

ものとする。 

(1)～(6)  ［略］ 

(7) 保安対策 

（記載例‐ 1 公安委員会が認定す

る路線の場合） 

 1） ［略］ 

 2） ［略］ 

（記載例‐ 2 公安委員会が認定す

る路線以外の場合） 

 1） ［略］ 

 2） ［略］ 

(8) ［略］ 

  

 

［略］ 

  

(対象施設) 

第2-3条～ 

(関連業務) 

第2-7条 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］  

 

 

［略］ 

第3章作業内容 

(作業項 目及 び数

量) 
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第3-1条 

 

[削る] 

 本業務における作業項目及び数量は、

次の作業項目表のとおりである。 

 なお、詳細は別紙機能診断作業項目内

訳表及び現地調査作業一覧表に示すもの

とする。 

 作業項目表 

 ［略］ 

 

［略］ 

(現地作業内容) 

第3-2条 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

(設計作 業の 留意

点) 

第3-3条 

 

 

 

 

業務の実施にあたって、特に留

意する点は次のとおりとする。 

(1)～(6) ［略］ 

(7)機能保全対策シナリオの検討に

あたっては、最新の新素材、新

工法などの技術情報の収集に努

めた上で、比較検討を行う。新

技術や新工法等の選定にあたっ

ては、農業農村整備民間技術情

報データベース（ NNTD）及び新

技術情報システム（ NETIS）等を

積極的に活用しなければならな

い。 

・農業農村整備民間技術情報デー

タベース（NNTD）については、 

https://www.nn-techinfo.jpを

参照。 

・新技術情報システム（NETIS） 

https://www.netis.mlit.go.jp

/NETISを参照。 

 

(8)・(9) ［略］ 

(10)数量計算にあたっては、「工

事工種の体系化」に基づき作成

するものとする。なお、「工事

工種の体系化」に該当しない工

種や用語については、監督職員

と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は

https://www.maff.go.jp/j/nou

sin/seko/kouzi_kousyu/を参

照。 

(11) ［略］ 

 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

第3-1条 

 

（１）作業項目 

 本業務における作業項目及び数量は、

次の作業項目表のとおりである。 

 なお、詳細は別紙機能診断作業項目内

訳表及び現地調査作業一覧表に示すもの

とする。 

 作業項目表 

 ［略］ 

 

［略］ 

(現地作業内容) 

第3-2条 

 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

 

 

 

(設計作 業の 留意

点) 

第3-3条 

 

 

 

 

業務の実施にあたって、特に留

意する点は次のとおりとする。 

(1)～(6) ［略］ 

(7)機能保全対策シナリオの検討に

あたっては、最新の新素材、新

工法などの技術情報の収集に努

めた上で、比較検討を行う。新

技術や新工法等の選定にあたっ

ては、農業農村整備民間技術情

報データベース（ NNTD）及び新

技術情報システム（ NETIS）等を

積極的に活用しなければならな

い。 

・農業農村整備民間技術情報デー

タベース（NNTD）については、

http://www.nn-techinfo.jp/ 

mdb_web/MdbTop.doを参照。 

・新技術情報システム（ NETIS）

http://www.netis.mlit.go.jp/

NetisRev/NewIndex.asp を 参

照。 

(8)・(9) ［略］ 

(10)数量計算にあたっては、「工

事工種の体系化」に基づき作成

するものとする。なお、「工事

工種の体系化」に該当しない工

種や用語については、監督職員

と協議するものとする。 

・「工事工種の体系化」は

http://www.maff.go.jp/j/nous

in/seko/kouzi_kousyu/を参

照。 

(11) ［略］ 

 

 

 

 

［略］ 
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(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-4条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

ア ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

イ ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

(ア) ［略］ 

(イ) ［略］ 

(ウ) ［略］ 

(エ) ［略］ 

(オ) ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-5条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の(1)から(4)によりこれを実施する

ものとする。 

(1) ［略］ 

(2)機器等の導入 

ア ［略］ 

イ ［略］ 

(3)黒板情報の電子的記入に関する取

扱い 

ア 受注者は、(1)の機器等を用い

て業務写真を撮影する場合は、

被写体と黒板情報を電子画像と

して同時に記録してもよいこと

とする。 

イ  本業務の業務写真の取扱い

は、「電子化写真データの作成

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

(業務の 成果 品質

確保対策) 

第3-4条 

 

 

契約後業務着手時並びに最終打

合せ時において、受発注者間の設

計 方 針 、 条 件 等 の 確 認 の 場 と し

て、次の会議を設置するので、管

理技術者等の受注者代表は、次の

事項並びに「業務の成果品質確保

対策」（農水省 WEBサイト）を十分

に理解のうえ、対応するものとす

る。 

(1)［略］ 

1) ［略］ 

  

  

 

 

 

 

 

2) ［略］ 

(2)～(5) ［略］ 

 

 

 

・全ての業務の内、担当課長が必要

と認めたもの及び工事発注に使用す

る設計業務を対象に、業務の成果品

質確保対策として取り組む場合に記

載する。 

 

 

 

 

 

確 認 事 項 に つ い て は 、 以 下 を 参 考

に、業務内容に応じて適宜設定する

こと。 

① ［略］ 

② ［略］ 

③ ［略］ 

④ ［略］ 

⑤ ［略］ 

  

(業務写真における

黒板情報の電子化) 

第3-5条 

 

 

 

黒板情報の電子化は、被写体画像

の撮影と同時に業務写真における黒

板の記載情報の電子的記入を行うこ

とにより、現場撮影の省力化、写真

整理の効率化を図るものである。 

受注者は、業務契約後に監督職員

の承諾を得たうえで黒板情報の電子

化を行うことができる。黒板情報の

電子化を行う場合、受注者は、以下

の１から４によりこれを実施するも

のとする。 

１ ［略］ 

２ 機器等の導入 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

３ 黒板情報の電子的記入に関する

取扱い 

(1)受注者は、１の機器等を用いて業

務写真を撮影する場合は、被写体

と黒板情報を電子画像として同時

に記録してもよいこととする。 

 

(2)本業務の業務写真の取扱いは、

「電子化写真データの作成要領

 

 

［略］ 
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要領（案）」によ るも のとす

る。 

なお、上記アに示す黒板情報

の電子的記入については、「電

子 化 写 真 デ ー タ の 作 成 要 領

（案）６写真編集等 」 に示す

「写真編集」には該当しないも

のとする。 

ウ ［略］ 

(4)写真の納品 

受注者は、(3)に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

な お 、 受 注 者 は 納 品 時 に

URL(https://www.cals.jacic.or.jp/

CIM/sharing/index_digital.html) の

チェックシステム（信憑性チェック

ツール）又はチェックシステム（信

憑性チェックツール）を搭載した写

真管理ソフトウェアを用いて、黒板

情報を電子化した写真の信憑性確認

を行い、その結果を監督職員へ提出

するものとする。 

(5) ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

１ ［略］ 

２ ［略］ 

３ ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第 1章第 1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

(1) ［略］ 

[削る] 

 

 

 

 

 

・機能診断について成果を電子成果品とし

て取りまとめる場合は設計業務共通仕

様書による。現地作業に係る成果を電

子成果品として取りまとめる場合は地

質・土質調査業務共通仕様書に基づく

ものとし、地質・土質調査業務共通仕

様書と記載する 

・成果物の出力の提出を求める場合は以下

の内容を記載する。 

(2)成果物の出力 1部（電子媒体の出力、

市販のファイル綴じで可） 

  

 

［略］ 

第6-2条 ［略］ 

 

［略］  

 

 

  

（案）」によるものとする。 

なお、上記（１）に示す黒板情

報の電子的記入については、「電

子化写真データの作成要領（案）

６写真編集等」に示す「写真編

集」には該当しないものとする。 

 

 

(3) ［略］ 

４ 写真の納品 

受注者は、３に示す黒板情報の電

子化を行った写真を、業務完了時に

発注者へ納品するものとする。 

な お 、 受 注 者 は 納 品 時 に

URL(http://www.cals.jacic.or.jp/C

IM/sharing/index.html) の チ ェ ッ ク

システム（信憑性チェックツール）

又はチェックシステム（信憑性チェ

ックツール）を搭載した写真管理ソ

フトウェアを用いて、黒板情報を電

子化した写真の信憑性確認を行い、

その結果を監督職員へ提出するもの

とする。 

５ ［略］ 

 

第4章 業務管理 

(情報 共 有 シ ス テ

ム) 

第4-1条 

 

 

(1) ［略］ 

(2) ［略］ 

(3) ［略］ 

 

   

第5章 ［略］ 

 

［略］ ［略］  ［略］ 

第6章 成果物 

(成果物) 

第6-1条 

 

 

成果物を共通仕様書第 1章第 1-17

条に基づき作成し、次のものを提

出しなければならない。 

１ ［略］ 

２  成果物の出力  1部（電子媒体

の出力、市販のファイル綴じで

可） 

 

 

 

・機能診断について成果を電子成果品とし

て取りまとめる場合は設計業務共通仕様

書による。現地作業に係る成果を電子成

果品として取りまとめる場合は地質・土

質調査業務共通仕様書に基づくものと

し、地質・土質調査業務共通仕様書と記

載する 

[新設] 

 

 

 

  

 

［略］ 

第6-2条 ［略］ ［略］ 
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第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］  

 

第7章・第8章 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

 

 

 

［略］ 

 

 

［略］ 

 

 

別 紙 

内 容 特別仕様書 共通仕様書 

【管理技術者・照査技術者について】  

［略］ 

 

［略］ 

 

［略］ 

 

【予定価格が100万円以上かつ1,000万円以下の場合】 ［略］ 

  

 



改   正   後 現       行 
 

第５ 設計業務における照査技術者の配置について 

 

１ ［略］ 

 

２ 設計業務における照査の費用 

 

設計業務における照査に必要な費用については、設計業務標準歩掛等において整備されている工種を除き見積りによ

り費用を計上されたい。 

なお、見積りは、「第８ 設計業務歩掛見積要領について」によるものとする。 

 

３・４ ［略］ 

 

 

第６ ［略］ 

 
 

第７ 調査・測量・設計業務等に関する運用事項 

 

 ［略］ 

 

1.共通 

項 目 質   疑 回   答 

1-1.・1-2. 

［略］ 

［略］ ［略］ 

1-3.関連図書一

覧 

調査・測量・設計業務等に関連する

資料を示されたい。 

次表のとおりである。 

               

    

  番

号 
図書名 内容 制定日等 通知者等 

 

１ ［略］ ［略］ 制定 平成6年3月 

最終改正 

令和5年3月 

［略］  

２ ［略］ ［略］ 制定 平成13年3月 

最終改正 

令和5年3月 

［略］  

３ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

４ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

５ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

６ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

７ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

８ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

９ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

10 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

11 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

12 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

13 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

 

第５ 設計業務における照査技術者の配置について 

 
１ ［略］ 

 
２ 設計業務における照査の費用 

 
設計業務における照査に必要な費用については、設計業務標準歩掛等において整備されている工種を除き見積りによ

り費用を計上されたい。 
なお、見積りは、「第８ 設計業務歩掛見積り要領について」によるものとする。 

 
３・４ ［略］ 

 

 
第６ ［略］ 

 
 

第７ 調査・測量・設計業務等に関する運用事項 

 

 ［略］ 

 

1.共通 

項 目 質   疑 回   答 
1-1.・1-2. 

［略］ 
［略］ ［略］ 

1-3.関連図書一

覧 
［略］ 次表のとおりである。 

               
    
  番

号 図書名 内容 制定日等 通知者等  

１ ［略］ ［略］ 制定 平成6年3月 

最終改正 

令和4年3月 

［略］  

２ ［略］ ［略］ 制定 平成13年3月 

最終改正 

令和4年3月 

［略］  

３ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
４ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
５ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
６ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
７ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
８ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
９ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
10 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
11 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
12 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
13 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
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14 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

15 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

16 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

17 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  

      
               

1-4.・1-5． 

［略］ 

［略］ ［略］ 

1-6.調査業務及

び測量業務にお

ける業務歩掛見

積り 

調査業務及び測量業務において、作

業歩掛を見積りにより徴取する場合の

方法を示されたい。 

調査業務及び測量業務において、作業歩掛を見積りにより徴取す

る場合の方法については、「設計業務歩掛見積要領」に準ずる。 

1-7.・1-8． 

［略］ 

［略］ ［略］ 

 
2.調査業務 

項 目 質   疑 回   答 

2-1.～2-4． 
［略］ 

［略］ ［略］ 

2-5.現場内小運
搬の積算例 

 積算例を示されたい。    

 ① ［略］ 

 

②モノレール運搬総運搬距離・総設置距離・設置箇所計算例 

 ［略］           case１  

                総運搬距離＝①＋②＋③＋③＋②＋① 

総設置距離＝①＋②＋③ 

設置箇所数＝１箇所 

 

               case２  

                総運搬距離＝（①＋②＋②＋①）＋（①＋④＋④＋①） 

総設置距離＝①＋②＋④  

設置箇所数＝２箇所（①＋②と④又は①＋④と②） 

 

なお、積算に当たっては経済比較により 

安価な方を採用すること。 

 

③ ［略］ 

2-6.・2-7． 
［略］ 

［略］ ［略］ 

 

3.測量業務 

項 目 質   疑 回   答 

3-1.～3-7． 

［略］ 

［略］ ［略］ 

3-8.測量調査費

として計上する

内容 

［略］ 測量調査費は以下のものを計上できます。 

測量手法の計画に関する測量調査 

 ・基準点測量等の測量手法の計画 

 ・宇宙技術等を用いた測量手法の計画 

 ・地上写真等による調査の計画 

14 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
15 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
16 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
17 ［略］ ［略］ ［略］ ［略］  
                     

1-4.・1-5． 

［略］ 
［略］ ［略］ 

1-6.調査業務及

び測量業務にお

ける業務歩掛見

積り 

調査業務及び測量業務において、作

業歩掛を見積りにより徴集する場合の

方法を示されたい。 

調査業務及び測量業務において、作業歩掛を見積りにより徴集す

る場合の方法については、「設計業務歩掛見積り要領」に準ずる。 

1-7.・1-8． 

［略］ 
［略］ ［略］ 

 
2.調査業務 

項 目 質   疑 回   答 
2-1.～2-4． 
［略］ 

［略］ ［略］ 

2-5.現場内小運
搬の積算例 

 積算例を示されたい。  

 ① ［略］ 

 

②モノレール運搬設置距離・設置箇所計算例 

 ［略］           case１  
               ［新設］ 

設置距離＝①＋②＋③  

設置箇所数＝１箇所 

 

              case２ 
              ［新設］ 

設置距離＝①＋②＋④  

設置箇所数＝２箇所 

 

なお、積算に当たっては経済比較により 

安価な方を採用すること。 

 

③ ［略］ 

2-6.・2-7． 
［略］ 

［略］ ［略］ 

 

3.測量業務 

項 目 質   疑 回   答 
3-1.～3-7． 

［略］ 
［略］ ［略］ 

3-8.測量調査費

として計上する

内容 

［略］ 測量調査費は以下のものを計上できます。 
測量計画に関する測量調査 
 ・基準点測量等の測量計画 
 ・宇宙技術等を用いた測量計画 
 ・地上写真等による調査の計画 
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 ・リモートセンシングによる調査計画 

 ・新測量技術の総合評価 

地図作成に関する測量調査～基礎測量調査 

［略］ 

3-9.空中写真測

量、深浅測量、UA

V写真測量の適用

歩掛 

［略］ 国土交通省等他機関が定める歩掛で該当するものがあれば、内

容等について使用の適否を十分確認の上、使用されたい。 

また、参考とする歩掛がない場合は見積り徴取による。 

 

4.設計業務 

項 目 質   疑 回   答 

4.1.各設計段階

における調査、測

量の実施状況 

［略］ ［略］ 

4-2.電子計算機

使用料及び機械

器具損料の取扱

い 

直接経費の電子計算機使用料及び機

械器具損料は、どのような場合に計上す

るのか、計上する場合の取扱いを示され

たい。 

また、その他原価について「特殊な技

術計算、図面作成等を専門業者に外注す

る場合に必要となる経費を含む。」とは、

どういう取扱いか示されたい。 

当該業務のためにのみ必要な設計計算用ソフトの購入代金、使

用料、リース代金及び特殊な技術計算を外注する場合の委託費は、

別途直接経費として積上げ計上するものとし、通常使用している

汎用性のある標準的なソフトの購入代金、使用料、リース代金及び

ハード等の機械器具損料等は、率の対象項目である。 

その他原価の「特殊な技術計算、図面作成等を専門業者に外注す

る場合に必要となる経費を含む。」とは、外注先の経費を含むとい

うことである。 

 

4-3.～4-9. 

［略］ 

［略］ ［略］ 

4-10.畑地かんが

い施設ファーム

ポンド容量の適

用範囲 

［略］ 別途見積り徴取して積算を行う。 

 

［略］ ［略］ 

4-11.農道工で近

接する複数路線

の設計を行う場

合 

［略］ ［略］ 

4-12.環境整備の

設計歩掛 

［略］ 見積り徴取する。 

4-13.環境調査の

価格積算基準及

び適用歩掛 

［略］ 国土交通省等他機関が定める歩掛で該当するものがあれば、内

容等について使用の適否を十分確認の上、使用されたい。 

また、参考とする歩掛がない場合は見積り徴取による。 

 

［略］ ［略］ 

4-14.～4-16. 

［略］ 

［略］ ［略］ 

 

5.機能診断業務 

［略］ 

 

6.現場技術業務 

項 目 質   疑 回   答 

6-1. ［略］ ［略］ ［略］ 

 ・リモートセンシングによる調査計画 
 ・新測量技術の総合評価 
地図作成に関する測量調査～基礎測量調査 

［略］ 
3-9.空中写真測

量、深浅測量、UA

V写真測量の適用

歩掛 

［略］ 国土交通省等他機関が定める歩掛で該当するものがあれば、内

容等について使用の適否を十分確認の上、使用されたい。 
また、参考とする歩掛がない場合は見積り徴集による。 

 

4.設計業務 

項 目 質   疑 回   答 

4.1.各設計段階

における調査、測

量の実施状況 

［略］ ［略］ 

4-2.電子計算機

使用料及び機械

器具損料の取扱

い 

直接経費の電子計算機使用料及び機

械器具損料は、どのような場合に計上す

るのか、計上する場合の取扱いを示され

たい。 
また、業務管理費について「特殊な技

術計算、図面作成等を専門業者に外注す

る場合に必要となる経費を含む。」とは、

どういう取扱いか示されたい。 

当該業務のためにのみ必要な設計計算用ソフトの購入代金、使

用料、リース代金及び特殊な技術計算を外注する場合の委託費は、

別途直接経費として積上げ計上するものとし、通常使用している

汎用性のある標準的なソフトの購入代金、使用料、リース代金及び

ハード等の機械器具損料等は、率の対象項目である。 
業務管理費の「特殊な技術計算、図面作成等を専門業者に外注す

る場合に必要となる経費を含む。」とは、外注先の経費を含むとい

うことである。 
 

4-3.～4-9. 

［略］ 
［略］ ［略］ 

4-10.畑地かんが

い施設ファーム

ポンド容量の適

用範囲 

［略］ 別途見積り徴集して積算を行う。 
 

［略］ ［略］ 

4-11.農道工で近

接する複数路線

の設計を行う場

合 

［略］ ［略］ 

4-12.環境整備の

設計歩掛 
［略］ 見積り徴集する。 

4-13.環境調査の

価格積算基準及

び適用歩掛 

［略］ 国土交通省等他機関が定める歩掛で該当するものがあれば、内

容等について使用の適否を十分確認の上、使用されたい。 
また、参考とする歩掛がない場合は見積り徴集による。 
 

［略］ ［略］ 
4-14.～4-16. 

［略］ 
［略］ ［略］ 

 

5.機能診断業務 

［略］ 

 

6.現場技術業務 

項 目 質   疑 回   答 
6-1. ［略］ ［略］ ［略］ 
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6-2.標準的な計算

例 

標準的な計算例を示されたい。      

〔現場技術業務（監督支援型）の価格積算に関する計算例〕 

（技術者単価は令和5年度を用いている。） 

【計算例の条件】 ［略］ 

 

 （１）直接人件費の計上方法 

ア ［略］ 

 (計算例) 現場技術員(Ｂ)(技師Ｃ)の場合 

一般勤務の人件費＝業務期間(日数)×係数(0.64)×技師Ｃの基準日額 

＝95日間×0.64×35,600円＝2,164,480円 

 

  

イ ［略］ 

 業務期間3.1ヶ月(95日間)打合せ回数=3回(業務期間小数第1位四捨五入)  

 

業務打合せは、1回当たりの打合せ歩掛が0.25人/回であるため、1回当たり1日(打合せ

及び移動に要する日数)を基本とする。ただし、交通機関の事情等でこれにより難い場合

は別途実情に基づいて検討する。 

 

(計算例) 現場技術員１人で移動時間が往復２時間(0.25日)の場合。 

業務打合せ人件費＝技師Ａの基準日額× 

(技師Ａの歩掛×人数＋移動に要する日数)×打合せ回数 

＝55,200円×(0.25人/回＋0.25人)×3回 

＝82,800円 

旅費交通費      ：打合せ回数分を計上 

 

  

 （２）直接経費の計上方法 

事務用品費(用紙、文房具類等)及びパソコン経費は、その他原価に含まれるため原則として計上

しない。 

ア 旅費交通費の算定方法 

旅費交通費は「第２ 調査・測量・設計業務等旅費交通費積算要領について」に準じて算定す

る。 

（ア）～（イ） ［略］ 

（ウ）業務打合せに係る旅費交通費 

 (計算例)  日帰りでライトバン使用の場合 

 

業務打合せ場所まで、片道30km、片道所要時間1時間程度で、打合せ回数は3回とする。 

交通費＝交通費（1回当たり）×打合せ回数 

＝2,411円×3回＝7,233円 

交通費（１回当たり）＝ライトバン損料(2時間)＋ガソリン代 

＝1,600円＋842円＝2,442円（税抜き） 

 

  

 （３）現場経費の計上方法 

ア ［略］ 

 (計算例) 現場への移動に要する運転時間往復1時間で、外業日数40日間の場合 

 

（ア） 日当たり損料＝1,390円「土地改良事業等機械損料算定表」より 

 

（イ） ガソリン代＝156円/ℓ×2.7ℓ/hr/日×1hr＝421円/日 

 

（ウ） 業務用自動車経費＝外業日数×日当たり損料＝40日間×（1,390円＋421円） 

＝72,440円 

 

   イ 運転労務費は、現場技術員が直接運転するものとして計上しない。 

6-2.標準的な計算

例 
標準的な計算例を示されたい。      
〔現場技術業務（監督支援型）の価格積算に関する計算例〕 
（技術者単価は令和4年度を用いている。） 
【計算例の条件】 ［略］ 
 

 （１）直接人件費の計上方法 
ア ［略］ 

 (計算例) 現場技術員(Ｂ)(技師Ｃ)の場合 

一般勤務の人件費＝業務期間(日数)×係数(0.64)×技師Ｃの基準日額 

＝95日間×0.64×32,800円＝1,994,240円 

 

  
イ ［略］ 

 業務期間3.1ヶ月(95日間)打合せ回数=3回(業務期間小数第1位四捨五入)  

 

業務打合せは、1回当たりの打合せ歩掛が0.25人/回であるため、1回当たり1日(打合せ

及び移動に要する日数)を基本とする。ただし、交通機関の事情等でこれにより難い場合

は別途実情に基づいて検討する。 

 

(計算例) 現場技術員１人で移動時間が往復２時間(0.25日)の場合。 

業務打合せ人件費＝技師Ａの基準日額× 

(技師Ａの歩掛×人数＋移動に要する日数)×打合せ回数 

＝51,200円×(0.25人/回＋0.25人)×3回 

＝76,800円 

旅費交通費      ：打合せ回数分を計上 

 

  
 （２）直接経費の計上方法 

事務用品費(用紙、文房具類等)及びパソコン経費は、その他原価に含まれるため原則として計上

しない。 
ア 旅費交通費の算定方法 

旅費交通費は「第２ 調査・測量・設計業務等旅費交通費積算要領について」に準じて算定す

る。 
（ア）～（イ） ［略］ 
（ウ）業務打合せに係る旅費交通費 

 (計算例)  日帰りでライトバン使用の場合 
 
業務打合せ場所まで、片道30km、片道所要時間1時間程度で、打合せ回数は3回とする。 

交通費＝交通費（1回当たり）×打合せ回数 

＝2,149円×3回＝6,447円 

交通費（１回当たり）＝ライトバン損料(2時間)＋ガソリン代 

＝1,520円＋629円＝2,149円（税抜き） 

 

  
 （３）現場経費の計上方法 

ア ［略］ 

 (計算例) 現場への移動に要する運転時間往復1時間で、外業日数40日間の場合 

 

（ア） 日当たり損料＝1,320円「土地改良事業等機械損料算定表」より 

 

［新設］ 

 

（イ） 業務用自動車経費＝外業日数×日当たり損料＝40日間×1,320円＝52,800円 

 

 

   イ 運転労務費は、現場技術員が直接運転するものとして計上しない。 



改   正   後 現       行 
  ［削る］ 

ウ 業務用事務室損料は、計上しない。 

［削る］ 

  
      

6-3. ［略］ ［略］ ［略］ 

 

 

第８ 設計業務歩掛見積要領について 

 

国営土地改良事業等で実施する設計業務の業務価格の積算にあたっては、農村振興局長が定める積算基準（価格積算

基準、標準歩掛等）に基づき実施しているところであるが、業務の条件が標準歩掛の内容と異なる場合や歩掛が定めら

れていない場合において、見積りを徴取することにより歩掛を定める場合は、『設計業務歩掛見積要領』及び『参考歩

掛徴取依頼書（例）』を参考に、適切に歩掛値を決定するものとする。 

なお、上記による歩掛を適用して積算した場合は、当該作業項目、作業内容等の条件を設計図書（特別仕様書、図面、

現場説明書等）に的確に記載するとともに、積算根拠（技術者の所要人員等）を明示することとする。 

また、これらにより適用した歩掛については、当該業務において、妥当性を検証するための実態調査を別紙、様式２

を参考に行うものとする。 

 

設計業務歩掛見積要領 

 

１ 適用範囲 

この要領は、土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づく土地改良事業、海岸法（昭和31年法律第101号）

に基づく海岸事業及び地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）に基づく地すべり対策事業のうち、農林水

産省所管の国営土地改良事業、国営海岸保全事業及び国営地すべり対策事業に係る設計業務について、業務

の作業歩掛を見積りにより徴取する場合に適用する。 

 

２ 見積徴取業者の選定及び依頼 

（１）見積徴取業者は原則として5者以上の業者を選定する。 

なお、やむを得ず5者未満の業者で見積りを行う場合はその理由を明らかにする。 

（２）見積徴取業者は、原則として一般競争及び指名競争契約参加有資格者名簿に記載されている業者のう

ち、建設コンサルタントとして登録されている業者とする。 

（３） ［略］ 

 

３ 見積条件 

見積依頼先各者が適切な見積りを行えるように、原則として次の事項を示すものとする。 

（１）～（５） ［略］ 

（６）設計業務費の構成と歩掛見積徴取範囲 

（７）～（９） ［略］ 

 

４ ［略］ 

 

５ 見積りによる積算歩掛の決定 

（１）［略］ 

（２）変更積算時 

当該業務の受注者より見積りを徴取し、妥当性を確認した上で採用する。なお、見積書の歩掛の妥当

性については、類似作業の歩掛、過去の実績等から確認することとする。 

ウ 現場労務費は、特殊な場合を除き計上しない。 
エ 業務用事務室損料は、計上しない。 
オ 保険料は、計上しない。 

        
6-3. ［略］ ［略］ ［略］ 

 

 

第８ 設計業務歩掛見積要領について 
 
国営土地改良事業等で実施する設計業務の業務価格の積算にあたっては、農村振興局長が定める積算基準（価格積算

基準、標準歩掛等）に基づき実施しているところであるが、業務の条件が標準歩掛の内容と異なる場合や歩掛が定めら

れていない場合において、見積りを徴することにより歩掛を定める場合は、『設計業務歩掛見積要領』及び『参考歩掛

徴集依頼書（例）』を参考に、適切に歩掛値を決定するものとする。 

なお、上記による歩掛を適用して積算した場合は、当該作業項目、作業内容等の条件を設計図書（特別仕様書、図面、

現場説明書等）に的確に記載するとともに、積算根拠（技術者の所要人員等）を明示することとする。 

また、これらにより適用した歩掛については、当該業務において、妥当性を検証するための実態調査を別紙、様式２

を参考に行うものとする。 

 

設計業務歩掛見積要領 
 
１ 適用範囲 

この要領は、土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づく土地改良事業、海岸法（昭和31年法律第101号）

に基づく海岸事業及び地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）に基づく地すべり対策事業のうち、農林水

産省所管の国営土地改良事業、国営海岸保全事業及び国営地すべり対策事業に係る設計業務について、業務

の作業歩掛を見積りにより徴集する場合に適用する。 

 
２ 見積徴集業者の選定及び依頼 

（１）見積徴集業者は原則として5者以上の業者を選定する。 

なお、やむを得ず5者未満の業者で見積りを行う場合はその理由を明らかにする。 

（２）見積徴集業者は、原則として一般競争及び指名競争契約参加有資格者名簿に記載されている業者のう

ち、建設コンサルタントとして登録されている業者とする。 

（３） ［略］ 

 
３ 見積条件 

見積依頼先各者が適切な見積りを行えるように、原則として次の事項を示すものとする。 
（１）～（５） ［略］ 

（６）設計業務費の構成と歩掛見積徴集範囲 
（７）～（９） ［略］ 

 
４ ［略］ 

 
５ 見積りによる積算歩掛の決定 

（１）［略］ 
（２）変更積算時 

当該業務の受注者より見積りを徴集し、妥当性を確認した上で採用する。なお、見積りの妥当性

を確認するため当初積算時の見積徴集先からも見積徴集することを妨げない。 



改   正   後 現       行 
 

○○設計業務（仮称）実施のための参考歩掛徴取依頼書（例） 

 

１ 目  的 

本参考歩掛徴取依頼書は○○事業で実施を予定している○○設計業務（仮称）の積算の参考とするため

の作業歩掛を徴取するものである。 

 

２～５ ［略］ 

 

６ 設計業務費の構成と歩掛見積徴取範囲 

（１）本業務の設計業務費の構成は「設計業務の価格積算基準の制定について」（以下「価格積算基準」という）（平成

５年３月25日付け５構改Ｄ第157号構造改善局長通知）によるものとする。 

（２）歩掛見積徴取範囲は価格積算基準で定義されている直接人件費のうち、上記4．設計作業項目、作業内容及び作

業数量を実施する為に必要な設計技術者の人数を徴取する。 

 

７～10 ［略］ 

 

 

【様式１】・【様式２】 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○設計業務（仮称）実施のための参考歩掛徴集依頼書（例） 
 

１ 目  的 

本参考歩掛徴集依頼書は○○事業で実施を予定している○○設計業務（仮称）の積算の参考とする

ための作業歩掛を徴集するものである。 
 

２～５ ［略］ 

 
６ 設計業務費の構成と歩掛見積徴集範囲 

（１）本業務の設計業務費の構成は「設計業務の価格積算基準の制定について」（以下「価格積算基準」という）

（平成５年３月25日付け５構改Ｄ第157号構造改善局長通知）によるものとする。 
（２）歩掛見積徴集範囲は価格積算基準で定義されている直接人件費のうち、上記4．設計作業項目、作業内容

及び作業数量を実施する為に必要な設計技術者の人数を徴集する。 
 
７～10 ［略］ 

 

 

【様式１】・【様式２】 ［略］ 

 




